
平成１３年度当初予算 基本事務事業目的評価表

（６０１） 私学教育の振興事業［基本事務事業名］
平成１２年１１月１３日［評価年月日］
生活部青少年・私学課［主担当部課名］
青少年・私学課 植田 十志夫［記入課名・課長名］

１ 総合計画の政策体系上の位置づけ
（１－２）人づくりの推進政策 ：
（２） 学校教育の充実施策 ：

私立学校の振興補助総合計画の目標項目 ：
ゆとりある教育の推進、社会の変化に対応した教育波及効果・副次的効果を及ぼすと考えられる施策 ：
の推進、少子化への対応

２ 基本事務事業を巡る環境変化（過去、現状、将来）
少子化に伴う教育対象人口の減少が続き、私立学校にとっても厳しい経営環境が続くとともに、
いじめや不登校の増加などの学校教育におけるさまざまな問題が指摘されるなかで、一人ひとりの
子どもの適性や発達に応じて、個性や能力を伸ばし豊かな感性や創造力をはぐくむ教育が求められて
いる。

３ 基本事務事業の目的と成果
3-(1) 対象と意図（何をどういう状態にしたいのか）
公教育としての一翼を担っている私立学校が、独自の建学精神に基づく個性豊かで多様な教育を
推進するために支援するとともに、生徒の修学上の経済的負担を軽減する。

3-(2) 成果指標名・成果指標式（総合計画の目標項目には＊を付す）
私立学校在籍者数 振興補助金

私立学校振興度＝ ×
学校在籍者総数 学校運営経費（補助対象）

②変更した場合の成果指標名・成果指標式
振興補助金

私立学校運営費充実度＝
学校運営経費（補助対象）

3-(3) 設定した成果指標に関する説明（指標動向に影響する要因、指標の有用性、設定の理由など）
私立学校が特色ある教育を進め、生徒及び保護者のニーズに的確に応えることにより、私立学校へ
の入学者の割合が増加する。
学校運営経費は学費（保護者負担）と補助金で賄われているため、補助金の割合（上限１／２）が
増加することが、保護者の経済的負担の軽減に寄与する。

3-(4) 結果（施策における2010年度の目標）
各学校が個性豊かで多様な教育を推進しており、一人ひとりの子ども等の適性や発達に応じて、個
性や能力を伸ばすための教育を受けることができる機会が確保されている。
また、修学上の経済的負担の公私格差も縮小されている。

４ 基本事務事業の評価
4-(1) 前年度（H1１年度）における基本事務事業の結果評価
①前年度に行った内容と成果
私立学校の経常的経費等に対して補助し、私立学校の教育条件の維持向上と修学上の経済的負担の
軽減を図った。

②前年度に残った課題
少子化の影響による生徒（園児）数の減少により、私立学校の経営基盤が弱体化している。
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4-(2)本年度(1２年度)における基本事務事業の見込み評価
①本年度行っている内容と本年度終了時に見込まれる成果
私立学校の経常的経費等に対して補助し、私立学校の教育条件の維持向上と修学上の経済的負担の
軽減を図った。

②本年度残ると思われる課題
少子化の影響による生徒（園児）数の減少により、私立学校の経営基盤が弱体化している。
厳しい財政状況の中で、多額の県費を要する私学振興補助金についても、抑制も視野に入れた検討
が必要になっている。

５ 基本事務事業の改革方向
私学振興補助金の抑制は、保護者の過度な経済的負担や学校法人の財政上の危機を招く恐れがある
ため、生徒一人当たりの年間教育費や公的資金の充当割合、保護者の負担額、学校運営の効率化等の
公私比較を行いながら慎重に検討する。
また、私立学校の持つ人的・物的資源の有効活用を図ることを前提に、公私の枠を越えて教育行政
の見直しを行い、行政のスリム化、重点化を検討する。

６ 成果指標値及びコスト等の推移

成果指標値 総合計画 予算額等 必要概算（千円）

（時間） （千円）目 標 実 績 目標数値 所要時間 コスト

6,957,388前々年度 経常的経費
0.480 0.471 15,599 7,022,592(H１０年度) を補助

7,107,753前年度 経常的経費
0.490 0.466 15,599 7,172,489(H1１年度) を補助

7,033,582本年度 経常的経費
0.500 15,050 7,096,040(H1２年度) を補助

44,487本年度補正後 経常的経費 ▲
を補助 ▲ ▲(H11２年度) 0.500 300

7,226,513 7,285,425翌年度 経常的経費
0.500 14,060(H1３年度) を補助

計画目標年次
(H 年度)
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